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の変更や、チメロサールの除去等による製造設備の更新・新設等の投資を余儀

なくされ、新規の研究開発投資に振り向けるための収益が生まれにくい収支構

造となっている。国内市場が縮小傾向にあることを踏まえても、ワクチン製造

企業が事業を維持していくためには競争力強化が必須であり、研究開発投資等

を行うための環境をいかに整備するかが、今後の大きな課題である。 

図１６ 国内ワクチンメーカーの事業収支構造 
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５． 企業規模 

(1) 国内のワクチン製造企業は、事業収益の面からみれば一社を除き、中小企業（従

業員が１０００人以下の企業であると同時に、事業収益としても１００億円に

満たない。）に属する。また、ワクチンの売上げの主要部分を占めるインフル

エンザワクチンを製造しているメーカー4 社のうち、3 社が財団法人又は社団

法人である。 

(2) 一方、国際的なワクチン事業を行っている外国製薬企業のうち、ワクチン専業

のメーカーは少なく、年間のワクチン事業による売り上げは数百億円から約 1

～3 千億円に及ぶ。外国では、生産コスト、市場構造の変化の中で、企業間の

Ｍ＆Ａなどにより、ワクチン製造企業の事業形態・規模が変化し、集約化がよ

り早い時期に進展した。現在では、ワクチン生産もいわゆる「メガファーマ」

のワクチン部門が担っており、小規模のワクチン製造企業は過去 20 年で急激

に減少してきた。 

 

 

 

 

 

 


